
◆相続の不安を抱える“持分あり”医療法人→“持分なし”医療法人への円
滑な移行を目的にスタートした認定制度の仕組み、移行計画、申請手続、
認定法人に限り適用できる相続税・贈与税の納税猶予制度を徹底解説！！

◆移行に当たっての贈与税課税の判断基準とされる「負担が不当に減少す
る」要件を紐解き、贈与税の負担なく移行できる方法をナビゲート！！
◆第五次医療法改正以降の“持分なし”医療法人の形態（出資額限度法人、
基金拠出型医療法人、社会医療法人、特定医療法人）を整理。移行に当
たってのメリットやデメリット、課税上の問題……等 を々分かりやすく解説！！

　政府は、医療法人の任意の選択を前提として、「持分あり」から「な
し」への移行を促進するため「新医療法人（持分なし法人）への円滑な
移行促進策」として「認定医療法人制度」を改正法により平成26年10
月1日から3年間の時限措置として制度化した。
　具体的には、認定医療法人となった場合には、個人の持つ「持分」に
対する相続税や贈与税が3年以内の移行期限内は納税猶予され、移行
期限内に「持分なし」に移行（出資者は持分放棄）した場合には、これら
個人の税を免除するというものである。平成26年10月1日以後開始
の相続等に適用される。
　また、医療法人の合併では「医療法人社団」と「医療法人財団」の合
併ができることとされた。このような新たな環境下でも、経過措置

（型）医療法人の事業承継を円滑に進めるために、任意とされる「持分
なし」への移行をするべきか否かの判断は容易ではない。出資者は
「持分」という財産を失う。また、税制・融資の支援措置にも条件はあ
る。さらに移行時の医療法人に対するみなし贈与課税（相法66④）問
題もある。これを回避するため特定医療法人や社会医療法人に移行
するにも厳しい条件が付される。
　そこで本書では、事業承継に際し経過措置（型）医療法人が持分な
しに移行する際の判断ポイントを制度や手続き、課税問題、さらには
医療法人の形態を交えて解説することとした。本書が移行判断の一助
としてお役に立てれば幸いと考える。
　平成26年12月　　　　　　　　　  ＭＭＰＧ理事長　青木惠一
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